
2 みんなが安全で快適に暮らせるまち
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【実現している姿】
目標

目標

目標

目標

目標

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成32年度

目標 ― ― ― 15件 10件 7件 5件 3件 1件 0 件

実績 26件 33件 20件 29件 23件

目標 ― ― ― 2,394人 2,212人 2,156人 2,096人 2,036人 1,976人 1,676人

実績 2,069人 2,191人 2,353人 2,349人 2,216人

目標 ― ― ― 8,828人 9,748人 10,668人 11,588人 12,508人 13428人 17,126人

実績 6,346人 7,126人 7,908人 8,634人 9,389人

目標 ― ― ― 388人 391人 397人 403人 409人 409人 410 人

実績 334人 336人 385人 391人 389人

目標 ― ― ― 25% 10% 15% 10% 8% 6% 0%

実績 7.0% 33.0% 29.0% 12% 21%

目標 ― ― ― 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

実績 0.0% 0.7% 0.0% 0% 0%

【施策の展開】◎は重点的な取組み

計画

取組実績

成果

次年度課題

火災が減尐しています。

救急車の適正利用が浸透し、円滑に救急活動ができています。

単独で実施するより、安価で基
本設計を実施することができ
た。

消防救急デジタル無線の
運用開始

生命・財産を守り、安心して快適に暮らせるまちにします

167,972千円

平成28年度

担当部（統括部）

後期終了年度（平成32年度末）

到達度
前期終了年度（平成27年度末）

後期終了年度（平成32年度末）

基本設計と同じく消防救急無
線デジタル化の実施設計を吹
田市と共同で実施する。

軽症者の救急搬送人員

防火対象物の違反率

平成24年度

危険物施設の違反率

後期終了年度（平成32年度末）

消防救急無線デジタル化の基
本設計業務委託

消防救急無線デジタル
化の実施設計業務委託

平成27年度

出火件数

到達度

○消防・救急救助体制の充実

普通救命講習の延受講者数（累
計）

平成26年度事業

平成25年度

☆指令・通信事業27,917千円(警備課)・◇消防水利事業4,147千円・◇消防活動事業4,058千円・◇消防本部車両・資機材整備事業115,193千円・◇消防団車両・資
機材整備事業7,234千円・◇救助活動事業9,423千円（消防署）

高層化・複雑化・大規模化する火災に対応でき、地震や風水害などの災害にも円滑な活動ができるよう、耐震性貯水槽、通信施設、消防車両、資機材の更
新・増強を行います。

事業所などにおける消防用設備の設置・管理や危険物施設の維持・管理が適切に行われています。

実現している姿を確認する指標

まちづくりの目標
政策 

施策 

到達度

到達度

前期終了年度（平成27年度末）

前期終了年度（平成27年度末）

後期終了年度（平成32年度末）

消防団の機能が強化され、地域消防力のけん引役となっています。

消防・救急救助体制が充実したまちにします

後期終了年度（平成32年度末）

消防団員数

平成26年度

前期終了年度（平成27年度末）

前期終了年度（平成27年度末）

到達度

心肺蘇生法などの応急手当ができる市民が増えています。

平成26年度事業費計

平成32年度

消防本部

第4期実施計画期間 後期終了年度

消防救急無線デジタル
化の整備に向けた調整

消防救急無線デジタル化の基
本設計を吹田市と共同で実施
した。

消防救急無線デジタル
化の整備
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計画

取組実績

成果

次年度課題

計画

取組実績

成果

次年度課題

計画

取組実績

成果

次年度課題

計画

取組実績

成果

次年度課題

耐震性貯水槽設置は、
公有施設の設置、インフ
ラ整備に伴い設置を行う

耐震性貯水槽設置は、
公有施設の設置、インフ
ラ整備に伴い設置を行う

火災等の災害に対応する資機
材整備

火災等の災害に対応す
る資機材整備

車両等更新計画に基づく
更新（化学車、救急車、
軽査察車、小型動力ポン
プ（3台）更新）

火災等の災害に対応す
る資機材整備

既存の公設耐震性貯水槽及
び、開発に伴う私設耐震性貯
水槽の増加により、一定量の
貯水槽設置が達成されたた
め、耐震性貯水槽設置年次計
画を完了とした。

公設及び私設耐震性貯水槽と
もに、適切な維持管理を実施
する。

指令台の運用開始

各市の議会で議決を経
て、消防指令業務に関す
る協議会を設置、指令台
更新に係る設計業務委
託の仕様書（案）作成

開発行為により私設耐震性貯
水槽10基増加し、経費節減が
図られた。

更新計画に基づき、空気ボン
ベ及び救助資機材の点検・整
備を行った。

車両等更新計画に基づく
更新（軽トラック、小型動
力ポンプ（1台）更新）

計画どおり更新配備し、車両
等の充実が図られた。

耐震性貯水槽設置は、公有施
設の設置、インフラ整備に伴い
設置を行う

土地所有者の要望により
貯水槽１基撤去

平成25年度

火災等の災害に対応す
る資機材整備

検討委員会・幹事会において、
吹田市・摂津市の二市で共同
運用を実施検討していく方向
で確認書を締結

指令業務共同運用の検討・協
議

平成26年度

車両等更新計画に基づく
更新

車両等更新計画に基づく
更新（司令車、普通トラッ
ク、小型動力ポンプ（1
台）更新）、はしご車オー
バーホール

車両等更新計画に基づく
更新（指揮車・普通査察
車・小型動力ポンプ（３
台）更新

平成24年度 平成27年度

火災等の災害に対応す
る資機材整備

火災等の災害に対応す
る資機材整備

吹田市・摂津市の二市で共同
運用の実現に向け具体的な検
討協議を実施する。

第１回吹田市・摂津市指令業
務共同運用検討会委員会・幹
事会を平成２５年２月２５日に
開催した。

耐震性貯水槽設置は、
公有施設の設置、インフ
ラ整備に伴い設置を行う

様々な災害から生命・身体の
危険を排除するために必要な
資機材（国の示す配置基準に
基づく除染シャワー及び除染
剤散布器）早期配備に努め
る。

車両等更新計画に基づき、車
両３台、小型動力ポンプ３台を
更新整備した。

車両等更新計画に基づく更新
（救急車、水槽付ポンプ車、ポ
ンプ車、小型動力ポンプ（3台）
更新）

消火栓の整備及び耐震
性貯水槽設置年次計画
達成

指令台の更新及び庁舎
改修

指令台更新及び庁舎改
修に係る設計業務委託
仕様書作成

平成32年度平成28年度

計画どおり実施し、資機材の
充実が図られた。

―

第4期実施計画期間 後期終了年度
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計画

取組実績

成果

次年度課題

計画

取組実績

成果

次年度課題

計画

取組実績

成果

次年度課題

平成26年度事業費計

各種教養研修（大阪府立
消防学校、消防大学等）
の受講及び年間業務計
画の実施

平成28年度

各種教養研修（大阪府立
消防学校、消防大学等）
の受講及び年間業務計
画の実施

各種教養研修（大阪府立
消防学校、消防大学等）
の受講及び年間業務計
画の実施

平成32年度

平成32年度

◇消防職員教育訓練派遣事業6,325千円（消防本部総務課）

平成24年度

傷病者の搬送及び受入れにつ
いて実地調査

平成27年度

各種教養研修（大阪府立消防
学校、消防大学等）の受講及
び年間業務計画の実施

各種教養研修（大阪府立
消防学校、消防大学等）
の受講及び年間業務計
画の実施

ホームページ利用者の利便性
が向上した。（４４回開催の２件
該当）

―

3,567千円

円滑に病院搬送ができるよう、関係機関と連携し病院収容体制の確立を図ります。救急車の適正利用の積極的な啓発を行うとともに、「救急安心センターお
おさか」の利用を周知します。また、普通救命講習の機会を拡充し、心肺蘇生法などの応急手当の普及啓発を進めます。

傷病者の搬送及び受入
れの実施基準（三島医療
圏版）を改正

三島二次医療圏救急医療検
討会において、三島二次医療
圏における救急医療体制の確
保に向けた基本協定書を策定
した。

「普通救命講習会」の開
催回数の増加

◎救命率の向上

◇救急活動事業2,962千円・◇応急手当普及啓発活動事業605千円（消防署）

平成25年度

消防学校専科教育及び資格
取得等に、延べ３４人を派遣し
た。

市ホームページから普通救命
講習申込をメールにより受付
可能とした。

「普通救命講習会」のメールに
よる申込受付開始

一般市民対象の「普通救
命講習会」開催回数の増
加

―

「かかりつけ医」を持たない軽
症の小児救急患者の受診・搬
送体制が整備された。

計画的に研修派遣を行ってい
るが、多種多様化する消防へ
の需要に対応するため、専門
的な知識の習得・資格の取得
により多くの研修に派遣し、職
員を養成する必要がある。

第4期実施計画期間

傷病者の搬送及び受入
れについて実地調査

平成27年度

傷病者の搬送及び受入
れについて実地調査

平成26年度事業

傷病者の搬送及び受入
れの実施基準（三島医療
圏版）を改正

平成25年度 平成26年度

傷病者の搬送及び受入
れについて実地再調査

平成28年度

平成26年度事業

◎消防職員の技能向上

複雑・多様化する事故や災害、高度化する救急救助活動に対応するため、専門的知識・技術を備えた職員の養成を図ります。

学校や教習所などと連携
し普通救命講習をそれら
の機関で実施

「普通救命講習会」の開
催回数増加及び「再講習
者対象者普通救命講習
会」等の開催

「普通救命講習会」の開
催回数増加及び「再講習
者対象普通救命講習会」
等の開催

後期終了年度

平成24年度

第4期実施計画期間 後期終了年度

計画的かつ継続的な専門派遣
研修により職員の技能が向上
し、またその内容を他の職員
にフィードバックすることによっ
て全体のスキルアップができ
た。

平成26年度

平成26年度事業費計

6,325千円

各種教養研修（大阪府立
消防学校、消防大学等）
の受講及び年間業務計
画の実施
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計画

取組実績

成果

次年度課題

計画

取組実績

成果

次年度課題

計画

取組実績

成果

次年度課題

「救急安心センターおお
さか」、「大阪府医療機関
情報システム」の利用等
を普通救命講習会・消防
訓練などで「救急安心セ
ンターおおさか」のリーフ
レットを配布し広く市民に
周知

火災発生及び拡大の危険性を
排除するための、効果的な立
入検査を実施

出火傾向を分析し、その分析
結果をもとに消防訓練時及び
ホームページ等で啓発を行うこ
とができた。また、放火（疑いを
含む）が休前日に多いことが分
かったため、通常の広報巡回
に加えて金曜日、土曜日の夜
間には消防車両で赤色灯を回
転させ市内全域（特に公園等）
を巡回し、放火しにくい環境が
整えられた。

効果的な立入検査を実施する
ため、根拠となる要領等の素
案ができた。

「救急安心センターおおさか」
の利用率は平成22年度と比較
すると、平成23年度と同様に
1.3倍増加している。「大阪府医
療機関情報システム」は市民
に周知され、活用されている。

「救急安心センターおおさか」、
「大阪府医療機関情報システ
ム」の利用等を普通救命講習
会・消防訓練などで広く市民に
周知

平成24年度

過去の火災発生状況や原因を
分析し、効果的な防火対策を
検討

平成２５年から「救急安心セン
ターおおさか」のリーフレットが
新刷されますので配布します。

平成25年度

過去の火災発生原因な
どの分析結果を基に計
画した防火対策を市民に
周知

火災の発生件数並びに
火災発生原因を基にし
て、市民への防火対策
の周知度を検証

火災の発生件数並びに
火災発生原因を基にし
て、市民への防火対策
の周知度を検証

事例データの収集を継続的に
実施し、要領等の作成準備が
できた。

火災発生及び拡大の危
険性を排除するため違
反是正のための要領等
を作成

更なる防火意識向上の取組み
を検討する必要がある。

過去の火災発生原因な
どの分析結果を基に計
画した防火対策を市民に
周知

◇消防活動事業4,058千円（消防署）
◇予防活動推進事業224千円・◇危険物規制事業228千円・◇保安事務事業1,101千円（予防課）

平成26年度

○予防体制の充実

「救急安心センターおお
さか」、「大阪府医療機関
情報システム」の利用等
を普通救命講習会・消防
訓練などで「救急安心セ
ンターおおさか」のリーフ
レットを配布し広く市民に
周知

「救急安心センターおおさか」、
「大阪府医療機関情報システ
ム」等を市ホームページで広報
した｡

平成27年度 平成28年度 平成32年度

火災の発生を未然に防ぐため、出火原因を的確に把握し、効果的な対策を図ります。また、防火対象物や危険物施設の立入検査を実施し、違反に対して是
正を図ります。

平成26年度事業

平成24年度 平成25年度

平成26年度事業費計

「救急安心センターおお
さか」、「大阪府医療機関
情報システム」の利用等
を普通救命講習会・消防
訓練などで「救急安心セ
ンターおおさか」のリーフ
レットを配布し広く市民に
周知

過去の出火傾向、特徴を分析
した。

5,611千円

違反是正未実施及び違
反を繰り返す防火対象
物並びに危険物施設の
立入検査を強化

危険度の高い防火対象
物及び危険物施設を対
象に効果的な立入検査
を実施

過去の立入検査から違
反事例を参考に指導方
法を再検討する。

平成32年度

違反内容を再検証し、関
係者が自発的に違反を
是正する効果的な方法
を検討

第4期実施計画期間 後期終了年度

「救急安心センターおお
さか」、「大阪府医療機関
情報システム」の利用等
を普通救命講習会・消防
訓練などで「救急安心セ
ンターおおさか」のリーフ
レットを配布し広く市民に
周知

平成26年度

「救急安心センターおお
さか」、「大阪府医療機関
情報システム」の利用等
を普通救命講習会・消防
訓練などで「救急安心セ
ンターおおさか」のリーフ
レットを配布し広く市民に
周知

平成27年度 平成28年度

火災の発生件数並びに
火災発生原因を基にし
て、市民への防火対策の
周知度を検証

要領等の素案を具体化する。

第4期実施計画期間 後期終了年度
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計画

取組実績

成果

次年度課題

計画

取組実績

成果

次年度課題

計画

取組実績

成果

次年度課題

計画

取組実績

成果

次年度課題

市民が積極的に防火イ
ベントや訓練内容構成に
参画できる環境の整備

平成24年度 平成25年度

市民が積極的に参加する防火
イベント・訓練を再検討

市民が積極的に参加す
る防火イベント・訓練を再
検討

市民が積極的に参加できるよ
う、市内５駅に案内ポスターの
掲示やイベントでの写真印刷
のスピード化、はしご車搭乗の
安全かつ迅速化など訓練内容
を検討し改善を図った。

―

多くの市民が積極的に参加さ
れ、防災に関する意識及び知
識の向上、防災資機材などの
操作方法の習得ができた。

消防団員年間訓練計画
（消防団員訓練、消防総
合訓練等）の実施

消防団員年間訓練計画
（消防団員訓練、消防総
合訓練等）の実施

前３年間の効果を検証
し、市民参加型の防火イ
ベント及び効果的な訓練
を計画し実施

―

制度等の評価

知識・技術の向上及び維持を
図ることができた。

制度等の進行状況把握

各分団に「機能別OB団員制
度」が認知された。

消防団員確保と地域消防力の
充実のため、退職消防団員の
知識・技能を活用した「機能別
OB団員制度」等を導入するに
あたり、分団長等に制度を周
知するとともに例規を整備し
た。

制度等の評価

制度の拡充を検討する。

―

新たな機能別団員制度の設計
の着手

機能別OB団員制度等の
導入

年間訓練計画に基づき、揚水
訓練・規律訓練を実施し、また
大阪府消防協会主催の大阪
府消防大会において、鳥飼地
区消防団員が小型ポンプ操法
の部に出場した。

消防団員年間訓練計画（消防
団員訓練、消防総合訓練等）
の実施

総合計画の進行状況把
握

◎地域消防力の向上

平成28年度

総合計画の進行状況把
握

 

1,553千円

制度等の評価

総合計画の進行状況把
握

消防団員年間訓練計画
（消防団員訓練、消防総
合訓練等）の実施

新消防団活性化総合計画の
策定

新消防団活性化総合計
画の運用開始

○防災意識の高揚

◇予防活動推進事業224千円・◇危険物規制事業228千円・◇保安事務事業1,101千円（予防課）平成26年度事業

各種イベントや自主防災訓練などを通じて市民の防災意識の高揚を図ります。

平成26年度事業費計

 

消防団員年間訓練計画
（消防団員訓練、消防総
合訓練等）の実施

平成28年度

33,472千円

平成26年度事業費計

平成26年度 平成27年度

消防団員の確保及び団員個人が持つ技能や能力の活用に取り組むとともに、機能別消防団員・分団制度を拡充します。

平成24年度

◇消防団活動事業7,743千円・◇消防団活動管理事業25,729千円（消防本部総務課）平成26年度事業

平成25年度

分団長自らが計画策定に携わ
ることにより、地域の実情を踏
まえた実効性を望める計画が
策定できた。

平成32年度

 

「摂津市消防団活性化総合計
画」の振り返り・見直しを行い、
新計画を策定した。策定にあ
たっては、各地区から選出され
た分団長により素案を作成し、
副団長会議を経て、分団長会
議で審議した。

新消防団活性化総合計
画の改定

平成32年度

市民協働による防火イベ
ントや訓練の実施

消防団員年間訓練計画
（消防団員訓練、消防総
合訓練等）の実施

第4期実施計画期間 後期終了年度

イベントや訓練内容が安
全に行われているか再
確認を行い、安全面から
内容の変更を検討する。

平成26年度 平成27年度

第4期実施計画期間 後期終了年度

２－２－６



【摂津市の特色や魅力のある取組みとして進めていくこと】

計画

取組実績

成果

次年度課題

計画

取組実績

成果

次年度課題

計画

取組実績

成果

次年度課題

救急医療合同研修会の開催

機能別分団として、消防出初
式や消防団員全体訓練に参
加するとともに分団長会議にも
出席した。

基本分団と同じ訓練やイベント
に参加することにより、技術が
向上するとともに情報を共有す
ることができ、より連携を深め
ることができた。

機能別消防団員・分団制度の
更なる拡充が必要である。

 

2,962千円

平成27年度 平成28年度

平成27年度

◇消防団活動管理事業25,729千円（消防本部総務課）

平成26年度事業費計

2回の研修会でのべ75人の関
係者（消防・医師会・看護師
会・市関係機関）が参加し、知
識を共有した。

救急医療技術についての知識
が深まり、医療従事者としての
連携強化がなされた。

新たに「市民救命サポートス
テーション」として指定できる事
業者を募り、より多くの救命サ
ポートステーションを指定し、
救命サポーターを養成

消防訓練や普通救命講
習会などの申込みや指
導を行う際、新たに「市
民救命サポートステー
ション」として指定できる
事業者を募り、より多くの
救命サポートステーショ
ンを指定し、救命サポー
ターを養成

消防訓練や普通救命講
習会などの申込みや指
導を行う際、新たに「市
民救命サポートステー
ション」として指定できる
事業者を募り、より多くの
救命サポートステーショ
ンを指定し、救命サポー
ターを養成

救急医療技術について
の知識を習得するととも
に救急医療全般につい
て意見交換できるよう研
修会の内容を充実

救急医療技術について
の知識を習得するととも
に救急医療全般につい
て意見交換できるよう研
修会の内容を充実

平成26年度事業 ◇救急活動事業2,962千円（消防署）

救急医療技術についての知識
を習得するとともに救急医療
全般について意見交換できる
よう研修会の内容を充実

平成24年度 平成25年度 平成26年度

救急医療技術について
の知識を習得するととも
に救急医療全般につい
て意見交換できるよう研
修会の内容を充実

救急医療技術について
の知識を習得するととも
に救急医療全般につい
て意見交換できるよう研
修会の内容を充実

ホームページによる公募を行う
が、応募された事業者は無
かった。

市広報紙やホームページで、
市内事業者を募る必要があ
る。

事業者の応募がなかったた
め、追加指定できなかった。

消防訓練や普通救命講
習会などの申込みや指
導を行う際、新たに「市
民救命サポートステー
ション」として指定できる
事業者を募り、より多くの
救命サポートステーショ
ンを指定し、救命サポー
ターを養成

消防訓練や普通救命講
習会などの申込みや指
導を行う際、新たに「市
民救命サポートステー
ション」として指定できる
事業者を募り、より多くの
救命サポートステーショ
ンを指定し、救命サポー
ターを養成

消防訓練や普通救命講
習会などの申込みや指
導を行う際、新たに「市民
救命サポートステーショ
ン」として指定できる事業
者を募り、より多くの救命
サポートステーションを指
定し、救命サポーターを
養成

平成26年度

平成26年度事業 ◇消防活動事業4,058千円(消防署)

平成28年度 平成32年度平成24年度 平成25年度 平成27年度

平成26年度事業費計

特定の事業所を「市民救命サポートステーション」と定め、そこに勤務する従業者が「市民救命サポーター」として、救急車到着前の救命処置を行います。

―

4,058千円
市民救命サポートステーションの設置

平成26年度事業費計

25,729千円

企業と連携し昼間の消防
力を充実・強化し、地域
をあげて防災意識を向上

平成24年度

平成26年度事業

平成25年度

機能別消防団員・分団制度の導入

平成32年度

企業と連携し昼間の消防
力を充実・強化し、地域
をあげて防災意識を向上

昼間の地域消防力を確保・強化するため、全国で初めて企業の自衛消防隊員とポンプ車をセットで市の消防団に組み込み、消防本部の要請に応じて地域
の消防活動を行います。

企業と連携し昼間の消防力を
充実・強化し、地域をあげて防
災意識を向上

企業と連携し昼間の消防
力を充実・強化し、地域
をあげて防災意識を向上

平成26年度

企業と連携し昼間の消防
力を充実・強化し、地域
をあげて防災意識を向上

企業と連携し昼間の消防
力を充実・強化し、地域
をあげて防災意識を向上

平成28年度

救急医療週間の一環事業として、消防職員、医師会・看護師会、市関係職員が合同で救急医療についての研修・意見交換を行います。

平成32年度

救急医療技術について
の知識を習得するととも
に救急医療全般につい
て意見交換できるよう研
修会の内容を充実

第4期実施計画期間 後期終了年度

第4期実施計画期間 後期終了年度

第4期実施計画期間 後期終了年度

２－２－６


